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は じ め に
財政収入・支出が各レベルの政府間でどのように
配分されているかという問題は，現代中国研究のな
かで非常に重要なテーマであり，程度の差こそあれ
中国研究者であれば誰でも本テーマに興味をもって
いる。財政収入が中央政府と地方政府の間で，ある
いは地方政府内の各レベルでどのように配分されて
いるかといった点については，多くの先行研究があ
る。1994年から実施された分税制改革はそれまでの
「財政請負制度」を大きく変え，税金収入を中央部分，
地方部分，共有部分に分けて管理することになった。
地方政府の立場からみれば，既存の財政収入を中央
政府にもっていかれることになるので分税制改革に
は消極的であり，場合によっては中央に激しく抵抗
した。このような中央・地方間で繰り広げられる利
益交渉は多くの研究者に注目され，財政収入の変化
を中心とした研究が1990年代に盛んに行われた。
その一方で，どの支出をどのレベルの政府が分担
するかの問題に関する研究は必ずしも十分な調査研
究が行われてこなかった。財政支出のなかで各レベ
ルの地方政府が各自の財政収入から調達する分もあ
れば，調達できない分もある。この不足分について
は中央政府からの補助金によって補てんされてき
た。このような中央政府からの補助金がどのような
メカニズムで交付され，その効果は如何なるものな
のかについては依然不明な点が多く，さらなる研究
が必要であった。このような中央政府からの補助金，
とりわけ「専項補助」（使い道が決められている資
金で，日本の国庫支出金に相当）に注目し，専項補
助の交付がどのようなメカニズムによって行われ，
そのシステム自体がどのように転換してきたのか，
そして専項補助が基層レベルにどのような経済効果
をもたらしたのかを検証することが，本書の主なる
課題である。
Ⅰ　本書の概要
最初に，本書の内容について以下簡単に触れてお
こう。序章「問題意識と研究視点」では，本書の問
題意識，研究課題と内容構成について述べている。
第１章「中国における政府間行財政関係の構造と変
遷」では，1949年から今日に至るまでの政府間財政
関係を３つの段階（統収統支段階，財政請負段階，
分税制段階）に分けて記述したうえで，財政移転制
度を論じる際に必要な基本概念について説明する。
第２章「専項補助（特定補助金）を中心とする中
国の財政調整制度」では，中央レベルにおける財政
移転規模の推移と専項補助の申請および配分メカニ
ズムを説明し，税収還付，一般補助，専項補助によ
る地域間財政力格差への是正効果を検証している。
東部，中部，西部に分けて考察する場合，財政的に
豊かな地域ほど税収還付が集中しており，税収還付
は財政力格差を拡大させているという。それに対し，
専項補助は財政力格差を是正する面で一定の効果を
上げていることを四川，安徽，山東の３つの省の事
例を通じて著者は主張している。
第３章「県レベル政府の財政調整」では，農業大
省である河南省を事例に取り上げ，農業税廃止前後
の県レベルの統計から財政移転制度の変化を考察し
ている。農業税が廃止される前の河南省の財政収入
は農業関連の税金への依存度が非常に高かったた
め，農業税の廃止は地方行政運営に大きな影響を与
えた。農業税の廃止は農業を中心とする地域とその
他の産業を中心とする地域間の財政格差を一層拡大
させているが，政府間財政移転はこの格差を縮小す
ることに貢献していないという。
第４章「新型農村合作医療制度と支出負担――安
徽省を事例に――」では，政府による公共サービス
の一環として行われている新型農村医療保険制度を
事例に，本制度の実施をめぐる中央と地方政府間の
財政資金の配分および地域間均衡化効果について検
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証している。中央と省レベルの間では資金分担の割
合が確定しているが，省以下の政府間出資比率は地
域ごとに異なるため，著者は安徽省における資金分
担状況を中心に考察する。安徽省では農民の医療保
険支出を減少させる一方，中央政府と地方政府（主
に省と市レベル）の支出を増やす方法で保険加入者
数を増加させている。これによって経済力の弱い県
では高い伸び率で衛生支出を増加できるようにな
り，１人当たり医療衛生支出の地域間格差は確実に
縮小しているという。
第５章「県域における義務教育財政」では，義務
教育に関する財源負担の変化を踏まえ，安徽省にお
ける県域間の教育支出格差を分析している。中国で
は2002年から農村義務教育管理体制への改革が始ま
り，県政府は従来の郷鎮政府に代わり，義務教育の
責務を負うようになった。その結果，経済力の弱い
地域ほど教育支出の負担が大きくなっている。ただ
し，１人当たり教育支出の格差は少しずつ縮小して
いることを示している。
終章「総括と展望」では，本論の内容をまとめた
うえで，既存の専項補助を中心とする財政移転制度
のもとでは県政府の支出と収入のアンバランス問題
は依然深刻であるとする。この問題を解決するには
財政移転制度の改革，補助金監督体制の強化および
行政・財政システムの再編が必要であると著者は主
張する。
Ⅱ　本書の位置づけ
著者の問題意識の出発点としてまず挙げられるの
は，中国の政府間財政移転制度が地域間格差の是正
に貢献しているかどうかである。現行の政府間財政
移転は税収返還，一般補助，専項補助と３つのカテ
ゴリーに分けることができる。1994年から実施され
た前述の分税制改革に対しては，多くの地方政府か
ら反対の声が上がった。既存の地方利益に配慮する
ため，中央政府は中央所得税収のなかから税収返還
の形で地方へ財政移転を行い，分税制改革への反対
の声を抑えようとした。したがって，分税制以後の
財政移転の多くは税収返還であり，豊かな地域ほど
税収返還が多かった。先行研究が指摘しているよう
に政府間財政移転制度が地域間格差の是正に貢献で
きていないのは，このような政策があるからである。
ところが，1990年代後半になって財政移転のなか
で税収返還の比重が下がる一方で，専項補助の比重
は上がっている。主に教育，環境，社会保障などに
使われる専項補助は，税収還付と並ぶ重要な財政移
転手段として研究者に注目されている。しかし，多
くの先行研究は省レベルの話にとどまり，省内にお
ける財政移転制度およびその効果についてはさらな
る研究が必要であると著者は主張する。そこで著者
は安徽，四川，河南を事例に取り上げ，県レベルに
おける財政移転制度の効果を考察している。
本書の学術的貢献は，中央と地方の次元にとどま
らず，省と県の次元に視点を掘り下げて財政移転制
度を研究したこと，先行研究では十分に分析されて
いなかった専項補助の役割を部分的に解明したこと
である。2000年代入ってから，中国研究では県に注
目する動きが顕著で，県レベルにおける政治，経済，
社会の状況についての研究が急速に増えている。財
政移転を取り上げた本研究は，中国の基層研究に貢
献することが期待できる。
個別の章としては，新型農村合作医療制度を論じ
た第４章と義務教育財政を論じた第５章は議論の展
開が明快で単独の論文としても読み応えがある。特
に，新型農村合作医療制度が成立する過程における
各レベルの政府が負担する割合と変化の指摘は非常
に斬新である。医療と教育は現代中国を理解する
キーワードであるので，財政専門家以外の読者に
とっても多くの示唆に富んだ指摘が含まれていると
思われる。また著者が，財政移転制度の効果を検証
するために様々な統計年鑑資料を入念に調べたうえ
で，綿密なデーター解析を行い，わかりやすい図表
で説明している点も高く評価できる。
Ⅲ　本書の残された課題
本書の主張は明確であるが，いくつかの問題を抱
えている。細かい部分は省略し，ここでは重要な部
分だけに絞って問題を提起したい。
本書の最大の問題点は事実の変化を説明するだけ
で，なぜこのようなことが起きたのかについては議
論していない点である。問題意識の出発点である「専
項補助が増える一方で，税収還付が減少している」
ことについては，なぜこのような現象が起きている
かを十分に議論しないまま，本論に入ってしまって
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いる。本論でも同様の問題を多く抱えており，グラ
フのトレンドについて触れるだけで，なぜ数字が変
化しているのかについて十分な説明がなされていな
い。
詳細な議論が不足していることは，各章の結論部
分でも散見される。各章の結論では「財政移転制度
の変化および格差是正に寄与しているかどうか」の
説明だけにとどまり，変化の理由についてはあまり
触れていない。例えば，第２章の議論では，四川省
において財政移転が域内の財政力格差の是正に寄与
しているとしたうえで，その理由は西部大開発とい
う国家プロジェクトにあると主張しているが，それ
について十分な説明がなされないまま，議論が終
わってしまっている。また，第２章第３節では四川
省における専項補助の配分の要因を分析したが，農
民負担軽減，義務教育，国有企業といった国家次元
の理由を持ち出しただけで，西部大開発あるいは四
川省特有の何が効果を発揮しているかについては残
念ながら触れていない。適切な事例を取り上げなが
ら，その因果関係に関する議論を展開してくれると，
読者は数字の変化をより深く理解できるし，いっそ
う読み応えのある書籍になるだろう。
次に，中国財政に関する重要な既存の統計資料を
十分に利用していない点である。著者が使用した資
料の多くは通常の統計年鑑で，専門資料として価値
が高いのは『全国地市県財政統計資料』に限られる。
これは著者がいうように「未公開のもの」ではなく，
日本国内の大学および研究所の図書館にはすでに所
蔵されていて，比較的にアクセスしやすい。ほかに
も『中国省以下財政体制2006』（財政部予算司編　
中国財政経済出版社），『地方財政統計資料』（財政
部国庫司・予算司編　中国財政経済出版社），『県郷
財政管理体制改革創新実践與探索』（人民日報出版
社）といった専門的な資料も日本で入手可能である
ので，今後の研究ではそれらの資料も活用してほし
い。
最後に，本書の内容とは直接的には関係ないが，
本文中に誤字脱字および編集ミスが複数個所みられ
た。このようなことは研究書としての完成度を下げ，
評価の低下につながりかねないので，編集作業にも
十分に留意すべきと思われる。
現代中国の財政移転制度をどのように評価すべき
か。これは中国研究者が解決すべき大きな課題であ
る。著者は専項補助を切り口に現代中国の財政移転
制度の現状を明らかにすることで，大きな一歩を踏
み出した。今後は綿密な統計資料分析と現地調査の
ディテールを融合した研究成果を著者に期待したい。
（アジア経済研究所地域研究センター）
